
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 元 年度  事 業 報 告 書

平成 31 年 1 月 1 日から  令和 1 年 12 月 31 日まで

特定非営利活動法人全国無洗米協会

1 事業の成果
消費者に無洗米の正しい情報を正確に伝えることを念頭に、環境効果と高品質を保証する当協会
認証の無洗米の正当性をアピールし、他の無洗米との差異の周知を図ると共に、協会認証の無
洗米の利用を通して環境保全を訴えた。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び
人   数

事業費の

金額

(千 円)

米のとぎ汁が

水質汚染の原
因であること
の周知・啓蒙

学校授業や一般消費者対象
に、無洗米出張講座を実施

5月 、 6月 京葉調理師学
校、川越市立
野田中学校、

4人 京葉調理師学校

学生、川越市立

野田中学校生徒

200人

316
メールマガジンの発信 通年 協会事務局 2人 全国 7000人

プレゼントキャンペーンの
実施

6月 、 7月 、

8月 、 10月 、

11月

協会事務局 10人 全国 10,000人

マスコミ取材対応 随時 協会事務局 3人 全国不特定多数

規格に基づく

無洗米の検
査、認証およ
び格付け

認証会員の無洗米機新規設
置、更新に伴い、無洗米工

場認証検査

9月 大阪府 2人 お米購入者
不特定多数

356

無洗米の規
格
証
育
7,く

、検査、認
に関する教
、研修、啓

外部機関による監査の一環
として、認証工場の視察

12月 神奈川県 2人 全国
不特定多数

102
流通、栄養士、コメ販売業
者、一般消費者から問合せ

対応

随時 協会事務局 2人 全国
35人

市場に流通し
ている無洗米
の定期的検査

会員の製品の定期検査を実
施。 (測定項目 :水分、濁

度、米肌の亀裂)

4月 協会事務局 2人 全国の一般消
費者

不特定多数
40

会員および外部委託の無洗
米の濁度定期検査を実施。

通年

協会事務局

2人 全国の一般消
費者不特定多
数

認証マーク

についての

一般への周

知徹底

ホームページの充実 随時 協会事務局
HP委託先

5人 全国
不特定多数

123
冊子 「無洗米」増刷、リニ
ューアル

随時 協会事務局 3人 会員、無洗米
講座受講者な
ど、1,000人

(2)そ の他の事業 その他の事業は実施しなかった。



書式第 13号 (法第 28条関係) 事 業 報 告 用

令和 1年度 活動計算書 (その他事業がとい場合)

特定非営利活動法人 全国無洗米協会

正会員受取会費
賛助会員受取会費

1.700.000
24.000

受取寄附金
施設等受入評価益

受取補助金

事業収益
事業収益

136.000

45.000

22受取利息

1,905,022

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

頂 再「可司 爾 瞬
水貿汚染啓発
無洗米啓発
検査費用
通信交通費
委託費
支払い報酬
消耗品費

81.242
81.241

119.880
159.627

80,000
59,400

_34,632

67● 022

93● 422

会議費
委託費
支払い報酬
通信交通費
消耗品費
租税公課
接待費
備品購入費
諸会費

173.117

40. 0001

248.4001

121.8141

47.3151

28.2001

10.732
324

2.000

130.200

675,

3 94

2 の

給料手当
給料手当
退職給付費用

306:096
1、 742.518

162.504A B
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書式第 15号 (法第 28条関係)

令和 1 年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 全国無洗米協会

の

現金預金
未収金

棚卸資産

」
99

00

を`ニムJ臨鐘700

1

車両運搬具
什器備品

(2)無形目定資産
ソフトウェア
借地権
電話加入権

の

敷金
長期貸付金

6【A】 資 産 合 計 ①十②

6,713

+

未払金
預 り金

長期借入金
退職給付引当金

財 産 の 部

期正味財産増減密

正

3.486.68:

B-2

財 産 合 計

【B】 負 償 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 3,493,394
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第 16号 (法 28

重要な会計方針
計算書類の作成は、 NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
定額法

(2)固定資産の減価償却の方法
定率法

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金

引当金

引当金はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

(5)消費税等の会計処理

2.事 業別損益の状況

令和 1年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営矛 無洗米協会

2017年 12月 12日 最終改正NPO法人会計基準協議会)によってい達

科 目
水質汚染

啓発 事業
無洗米検査
認証事業

無洗米規
格啓発事業

認証マーク
周知事業

事業部門計 管理部門 合計

181000

1724000

1905022

260,400 00 0 30400

80.000 100.000 30.400 50.000 260.400 130.200 390,600

l12180

1.351.918236.141 255.838 71.358 112.685 616. 622 675,896
101.758 162.685 877. 022 806.096 1,742,518316,141 355,838

162.504

I 経常収益
1.受取会費
2 受取寄附金
3.受取助成金等
4 事業収益
5.その他収益
経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費

給料手当
役員報酬
退職給付費用
福利厚生費

人件費計
(2)その他経費

HPリ ニューアル
印刷製本費
検査料
会議費
通信交通費
消耗品費
租税公課
支払い報酬
委託費
接待費
諸会費
備品購入費
雑費
その他経費計

経常費用計

当期経常増減額

内 容 金 額 算定方法

3.施 設の提供等の物的サービスの受入はありません。



内容 期首残高 当期増加懇 当期減少額 期末残高 備考

合 計

4 使途等が制約された寄附金等はありません。
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5.固 定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

(単 円 )

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするため
に必要な事項
事業費と管理費の按分方法

従事割合

その他の事業に係る資産の状況

その他の事業は実施しなかった。

科 日 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

305762

有形固定資産
車両運搬具
什器備品

無形固定資産

投資その他の資産
敷金

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 月末残高

合 計

科 目

計算書類に

計上 された

金額

内、役員と
の取引

内、近親者

及び支配法
人 との取 引

(活動計算書 )

活動計算書計

(貸借対照表)

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和 1 年度 財産目録

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 全国無洗米協会

3.456.799

3.000 3.000

現金預金
手死現金
銀行三菱UFJ銀行普通預金

7.720

449.079

未収金
無洗米検査認証事業未収金

欄卸資産
販売用寄附物品

車両運搬具
事業用車両

什器備品
パソコン

濁度色度計

305,760 305.760電話加人権

2

借地権

敷金

長期貸付金

30`1762薔産合1, ・・・●,

3,765,561【A】 資 産 合 計 ①+②

6.713
未払金

電話料金

預り金
源泉徴収税

長期帯入金

退職給付引当金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 6,71

3.758,【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 1年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記●した名簿)

特定非営利活動法人

確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

ビ以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第20条関係)

ビ各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた

期間 (該当者の

み に記入 )氏   名

1

⌒

警ヽヲ・監事
ウメザワマサヒサ

梅澤政久

平成31年 1月 1日

令和 1年 12月 31日

年  月  日

年 月 日

2 〇
監事

サカモ トテツオ

阪本哲生

平成 31年 1月 1日

令和 1年 12月 31日

年 月 日

月年 日

3
⌒

黎ヽョ・監事
ナカムラトオル

中村 徹

平成 31年 1月 1日

令和 1年 12月 31日

年 月

年 月 日

4 監 事

ヤマネセイジ

山根盛治

平成31年 1月 1日

令和 1年 12月 31日

年 月 日

年 月 日

5

⌒

理事贅
=妻

センダノリヒサ

千田法久

平成31年 1月 1日

令和 1年 12月 31日

年 月 日

月年 日

6 理事・監事

年  月  日

年 月 日

7 理事・監事

年  月  日

年  月  日

8 理事・監事

年  月  日

年  月  日

9 理事・監事

年

年

月   日

月   日

10 理事・監事

年  月 日

日年 月

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非曽■活動法人_」田田1饉L基1直全________

氏   名 住 所 又 は 居 所

1
木徳神糧株式会社

代表取締役社長 平山 惇

2
株式会社プレナス

代表取締役社長 塩井 辰男

3
日本ブライス株式会社

代表取締役社長 重松 健一

4 沖縄食糧株式会社
代表取締役社長 中村 徹

5
島根県農業協同組合

代表理事副組合長 山根 盛治

6
アクト中食株式会社

代表取締役 平岩 由紀雄

7
全農パールライス株式会社

代表取締役社長 前田 守弘

8 株式会社中島屋降旗米穀
代表取締役社長 降旗 一路

9

株式会社ミツハシ

代表取締役会長兼 CE0
三橋 美幸

10
東洋ライス株式会社

代表取締役 雑賀 慶二

11

12


